
 

2018 年 9 月改訂 

 

アメリカ大学留学プログラム 

自由選択プラン 
応募要項 

 

■ 対象者 

 高校 2年生及び高校 3 年生  

*高卒認定試験及び大検合格者、高卒生、浪人生、専門学校生、短大・大学生、社会人の参加も可能です。 

 

■ 留学先 

 アメリカ合衆国全域 全米 50 州にある約 4,200校の私立及び州立の 4 年制または 2 年制大学 

 

■ サポート内容 

  ご出発までの留学サポート  

○大学選択 

-進路ガイダンス、個別進路相談 

-全米50州の大学を対象とした志望校リサーチ 

-志望校への入学可能性の打診 

-出願校決定のためのアドバイスと資料提供 

 

○渡航手続 

-滞在先の手配取次ぎ及び航空券の手配取次ぎ 

-留学生傷害保険の加入手続 

-健康診断/予防接種の受診アドバイスとクリニック紹介 

-現地到着時の空港出迎え手配 

○入学手続 

-出願書類の提供 

-英文書類書き方のサポート 

-入学志望エッセイの添削、出願代行 

-大学への入学交渉、合格通知の取得 

○出発前オリエンテーション 

出発前の準備についての説明・出発当日、到着時の注意事項・履修登録、単位取得など学校生活へのアドバイス、 

寮/ホームステイの注意事項、休暇の過ごし方、アメリカの治安や生活情報 

 

■ 申込み時に必要な書類等 

 ICCアメリカ大学留学プログラム パッケージプラン申込書 

 英文による高校 3年間の成績証明（または最新の成績証明書）と卒業証明書（または卒業見込み証明書） 

 TOEFL または IELTS のスコア ※未取得の場合は後日提出してください。 

 

■ プログラム参加費用 

350,000円（税別） 

※ ビザ申請代行料（23,000円・税別）は含まれません。 

※ オプションプラン（大学生活サポート、留学英語学習）へのお申込みは別途ご相談下さい。 

 

■ プログラム参加費用のお振り込み先指定口座 

お振り込み先：三井住友銀行 目黒支店 

普通預金 0231645 

名義：国際交流委員会 

 

■ サポート提供期間 

入学及び渡航手続が完了するまで。※大学開始後のサービスは含まれません。現地のサポートをご希望の場合には別途『大

学生活サポート（180,000円/年）』へお申込み下さい。 
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アメリカ大学留学プログラム・パッケージプラン契約書 
 

株式会社 ICCコンサルタンツ・ICC 国際交流委員会（以下「甲」とします）と、留学希望者（以下「乙」とします）

は、以下の内容により、アメリカ大学留学プログラム（以下「本プログラム」とします）の契約を締結します。 

 
第 1条 本プログラムの目的 

本プログラムはアメリカ（以下「留学国」とします）の大学及び短
期大学（以下「留学先」とします）への入学を希望する乙に対して、
甲が、乙の希望、能力等に応じた留学先の選定につき助言を行い、

入学のために必要な諸手続の代行等の取次ぎサービスを提供し、乙
の留学の実現をサポートすることを目的としています。 
 

第 2条 サポートの内容 
甲は、乙に対し、以下のサービスを提供します。 
1. 志望校選びと留学先の紹介 

乙の成績、学力、英語力、目的、希望、予算等の条件を基に、合
格の可能性が高いと判断される留学先を全米 50 州の大学を対象
にリサーチし、その結果を基に助言します。留学先の紹介にあた

っては、大学選定のほか、必要に応じて進学大学に入学するため
の大学附属語学研修コースまでを紹介します。 
※本プログラムは志望校への合格を保証するものではありません。 

2. 出願書類の確認 
必要書類の確認、出願書類の調整、願書作成アドバイスを行いま
す。 

3. 出願 
出願先については個別に相談の上決定し、乙に代わり出願を行い
ます。なお、出願校の数は原則 2 校までとなりますが、ご希望に

応じて 3 校目以降の出願追加校については有料にて承ります（1
校追加にあたり 50,000 円）。出願は大学の他、必要に応じてその
大学に入学するための大学附属語学研修コースまでを含みます。 

4. 入学許可書（または合否通知）の受理 
出願した留学先から入学許可書を取得します。 
5. 渡航するための手続 

1) 留学費用の支払い 
留学先の大学及び手続に関する費用の支払いを代行します(精
算の方法は本契約第 7条諸費用参照)。但し、学費については一

部の大学のみが該当し、多くの場合は学生が現地で直接支払い
を行います。 
2）査証取得に必要な書類調整 

査証申請に必要な書類の取り寄せ、ビザ申請代行会社の紹介を
致します。 
3）滞在先手配取次ぎ 

留学先の学生寮またはホームステイ先の申込み手続を代行しま
す。但し、乙の希望により入寮またはホームステイをしない場
合、もしくは留学先の学校が寮などの滞在施設を持たない場合、

ホームステイの手配をしない場合には、これを行いません。本
契約に含まれる滞在先の申込み手続代行は、留学先の国に到着
後に最初に滞在するホームステイ、学生寮などの滞在先への申

込み手続とし、アパート、シェアハウス等、留学先が直接管理
していない滞在先の手配代行はいたしません。また、出発日以
前に、寮またはホームステイなど滞在先の住所・部屋番号が確

定しない場合もあります。 
4）海外留学生保険の手配 
海外旅行傷害保険（留学生保険）の加入手続を代行します。保

険料は乙が負担します。※留学先により、留学先指定の医療保
険への加入が義務づけられ、乙が自ら加入手続を行う必要があ
る場合があります。 

5）フライト手配取次ぎ 
日本国内の出発空港から留学先に近接する空港までの往復また
は片道航空券を旅行会社に委託し手配代行します。当該旅行券

は、割引航空券となりますので、発券手続開始後の変更、取消
し、及び払戻しは通常できません。理由のいかんを問わず、乙
が希望する便の航空券を甲が手配できない場合は、出発日、出

発空港、または利用する航空会社などのいずれかを変更して頂
く場合があります。 
 

6）現地空港での出迎え手配 
乙の渡航スケジュールを留学先、または語学研修機関に通知し、 

空港出迎えの依頼を代行します。但し、現地出迎え費用は乙が

負担します。また、留学先によっては、出迎えを行っていない
場合もあり、その場合は空港から滞在先まで乙は自力で移動す
る必要があります（費用は乙負担となります）。 

6. 出発前オリエンテーションの実施 
渡航前及び渡航後の準備に必要となる情報や、現地での生活の心
構え等の情報を提供します。 

 
第 3条 追加サポートの内容 
甲は、本契約のほか個別の合意により、本契約によるサポートに追

加して、以下のサポートを提供します。 
1.査証（学生ビザ）取得手続 
甲または甲の業務委託機関は、留学国に入国及び滞在するために必

要な渡航ビザの申請書類作成のアドバイスを行い、乙に代わり申請
手続を代行します。但し、これは渡航ビザの取得を保証するもので
はありません。 

以上の追加サポートには、本契約第 7 条諸費用にある追加費用が必
要となります。 
2.大学生活サポート 

乙は、別途費用を支払うことにより次のサポートに申し込むことが
できます。 

・現地大学生活サポートへのお申込み 

3.留学英語学習 
留学開始前に日本国内で行う英語学習への受講を希望する場合は、
別途 ICCアカデミーの契約事項をご確認下さい。 

 
第 4条 契約の成立 
乙は、所定の参加申込書に必要事項を記入した上、本契約第 7 条に

定めるプログラム参加費用を添えて甲に対して申込みをするものと
します。甲において申込みを受け付けた時点で、本契約が成立しま
す。 

 
第 5条 拒否事由 
甲は本契約に基づく本プログラムへの申込みがあった時点で、次に

定めるいずれかの事由が認められる時、申込みの受付けをお断りす
ることがあります。 

1. 乙が本プログラムの趣旨を十分に理解していないと甲が判断

したとき 
2. 乙が未成年である場合に親などの法定代理人の同意がないと

き 

3. 乙の希望を受け入れられないと甲が判断したとき 
4. 乙が志望する留学先への入学が拒否される可能性が高いと甲

が判断したとき 

5. 乙の過去の既往症や現在の心身の健康状態からみて、留学が不
適切であると甲が判断したとき 

6. その他甲において乙の受入れが困難であると判断したとき 

 
第 6条 必要書類 
甲は、乙に対し、留学手続に必要な書類について連絡します。指定

された書類は、必要事項を指定された言語にて記入の上、必ず指定
の期日までに甲の担当者に到着するようにして下さい。なお、一旦
提出された書類は返却されません。 

 
第 7条 諸費用 
1. プログラム参加費用 

乙は甲に対し、本契約第 2 条に定めるサポートの対価として、以下
のプログラム参加費用を支払います。 
○ ICCアメリカ大学留学プログラム参加費用： 

350,000円（税別） 
※プログラム参加費用の支払いは、参加申込み時に一括でお支払い頂きます。 

2. 追加サポート費用 

乙は甲に対し、追加サポートの対価として、以下にかかる追加サ
ポート費用を支払います。 
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1） 大学生活サポートの申込み（1年あたり） 
現地大学生活サポート費用 
・ベーシックサポート：180,000円 

    ＊サポート内容、詳細等については別途ご相談下さい。 

2） 渡航ビザ申請手続費用 
渡航ビザ代行申請 23,000円（税別） 

       ＊乙自身でビザ申請手続を行う場合には上記費用は頂きません。 
3. その他の諸費用 
以下の費用は、前 2項の費用には含まれません。 

1) 海外旅行傷害保険（留学生保険）の保険料 
2) 学生ビザ申請料、SEVIS費用、航空券などの渡航費用 
3) 出願料、入学金、授業料、教材費、滞在先申込金、滞在先予約

金、宿泊費、食費、緊急送料、書類の英訳、出迎え料、その他
留学において必要とされる費用 

4) 志望専攻科目により、乙の作品（ポートフォリオ、デモテープ、

ビデオ等）を学校に事前提出する必要がある場合の送料 
5) 入学後、乙と留学先との関係において生じるその他の費用 
6) 乙の希望により入学後、編入／転校などの手続を甲が行う場合

の手続代行費用 
7) 乙の緊急時に甲が支出した交通費、電話代、その他の実費 
8) その他、渡航、留学生活にともなう個人的費用 

4. 留学費用の精算方法 
甲では、（事前に支払が必要となる費用に関してのみ）留学先学校
などから甲に寄せられた資料、請求書に基づいて、出願料、滞在

先手配料、空港出迎え料、緊急送料、その他留学への手続におい
て必要とされる費用（各学校により異なります）の一部、または
全額を算出し、乙からお預りした上で、支払い（海外送金）を代

行します。但し、一部の大学を除き、多くの場合、授業料及び寮
費、滞在費、教材費、設備費等は乙本人が現地にて直接大学へ支
払うものとなります。なお、留学費用は学校その他支払い先の事

情により、予告なしに変更されることがあります。また、請求は
日本円によるものとし、精算方法は請求日当日の三井住友銀行の
TTS 送金レートに一律３円加算した円貨を適用させていただきま

す。なお、留学先により現地到着後に費用の精算を乙と留学先が
直接行う場合があります。振込手数料については乙負担とさせて
頂きます。 

 
第 8条 留学費用等の支払い 
1. 乙は第 7条に定められた留学費用などを、指定された期日までに

指定の銀行口座に振り込むものとします。留学費用等は、受け入
れ先が期日を定めている場合や、制度上必要な場合を除き、出発
予定日から起算して 90日以上前にお支払いいただくことはありま

せん。指定の期日までに入金されない場合、甲において留学手続
を停止することがあります。この場合、希望の出発時期までに留
学手続が完了しないことがありますが、甲はその責任を一切負い

ません。 
2. 留学先の事由で留学費用等が増額変更された場合、乙は留学先に
対し甲の指定する方法で 必要な差額を支払うものとします。 

 
第 9条 解約、返金 
1. 解約と返金 

本サービスの契約成立後、乙の都合で契約を解約する場合、乙は甲
に対し、次の区分に従って解約料を支払うものとし、甲は乙に対し
て受領済みのプログラム参加費用等から解約料を控除した残額をお

支払いします。この場合の振込費用は乙の負担とします。 
1） 申込日より起算して 8日目までの解約（クーリングオフ）：解約

料は必要ありません。 

2） 合否通知受領を基準とする解約料 
申込日から起算して 9 日目以降甲に合否通知が届いた日の前日
までの解約：プログラム参加費用の 50％ 

3） 甲に合否通知が届いた日以降の解約については以下の解約料が
発生します。 

a) 出発予定日の 120日前までの解約： 

プログラム参加費用の 70％ 
b) 出発予定日の 119日前から 90日前までの解約： 

プログラム参加費用の 80％ 

c) 出発予定日の 89日前以降の解約： 
プログラム参加費用相当額（プログラム参加費用の返金はあ

りません） 
d) 手配不能（渡航ビザ不発行、入国拒否を除く）による解約：

解約時点において発生した費用（当該時点において金額を確

定します）※上記消費税相当額についてはお支払い時の税率を適用致します。

※２）、３）のいずれにも該当する場合は３）が適用されるものと
します。 

 
2． 大学生活サポート費用の払戻し  

*生活サポート内容、費用は別途応募要項をご参照下さい。 

大学生活サポート費用については、現地到着日から起算して以下の
区分により解約料が発生します。 

a) 申込日から起算して 8 日目までの解約（クーリングオフ）：

解約料は必要ありません。 
b) 申込日から起算して 9日目以降留学国到着予定日の前日まで

の解約： 

大学生活サポート費用の 20％ 
c) 到着日から起算して 30日目までの解約： 

大学生活サポート費用の 50％ 

d）  到着日から起算して 31日目から 60日目までになされた解約： 
  大学生活サポート費用の 60％ 

e) 到着日から起算して 61 日目から 90 日目までになされた解

約：大学生活サポート費用の 70％ 
f) 到着日から起算して 91 日目から 120 日目までになされた解

約：大学生活サポート費用の 80％ 

g) 到着日から起算して 121日目から 150日目までになされた解
約：大学生活サポート費用の 90％ 

h) 到着日から起算して 151日目以降になされた解約： 

大学生活サポート費用相当額（返金はありません。） 
 
3. 学費、滞在費等の費用の払戻し 

留学先または滞在先各機関に支払われた費用の返金については、当
該機関の定めによります。また、航空券等運輸機関及び海外旅行傷
害保険（留学生保険）の手配に関する解約料及び払戻金額について

も当該機関の定めによります。 
 
第 10条 契約内容の変更 

甲は、以下の場合本契約の内容を変更することができます。 
1.不可抗力の事由により、甲が契約上のサービスを提供することが
不可能または著しく困難になった場合 

2.乙から契約内容の変更の申し出があった場合 
3.留学先、滞在先、交通機関等が、その運営するサービスの内容を
変更した場合 

4.その他やむを得ない事情により契約内容変更の必要が生じた場合 
 
第 11条 契約の解除 

乙に次に定める事由が生じた場合、甲は本契約の一部または全部を
解除することができます。 
1. 定められた期日までに、第 6条に定める書類が送付されないとき 

2. 定められた期日までに、第 7条に定める費用の全額または一部が
支払われないとき 

3. 乙が所在不明または１ヵ月以上にわたり、乙が甲に届け出た連絡

先に連絡しても、連絡不能となったとき 
4. 乙が甲に届け出た乙に関する情報に、虚偽あるいは重大な遺漏が

あることが判明したとき 

5. 乙がパスポートまたは渡航ビザを取得できなかったとき、あるい
は留学国への入国を拒否されたとき 

6. 乙が甲の指導・アドバイスに従わず、または甲のサービス提供に

協力しないなど、甲が本契約に基づくサービスを履行することが
困難となったとき 

7. 乙が甲と他の参加者との契約関係に干渉または介入して紛争を

生じさせたとき 
8. 乙が本契約に違反したとき 
9. 甲がやむを得ない事由があると認めたとき 

10. 本契約成立後に第 5条の拒否事由があることが判明したとき 
11. 参加申込み日（当日を含まない）から 2 年経過した時点で、乙

が留学先にむけて日本を出発しなかったとき 

 
第 12条 費用の不返還 
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前 2 条（第 10 条、第 11 条）に基づき、本契約の内容が変更され、
一部または全部が解除された場合には、手続代行料、留学費用など、
既に甲に支払い済みの費用については一切返金いたしません。 

 
第 13条 免責事項 
1.甲は、次に例示するような甲の責によらない事由により、乙が留

学できず、または留学希望先校への正式入学ができなかった場合は、
乙に対し損害賠償その他の責任を負いません。 
1) 出願した学校、コースなどが定員に達していて入学できなかっ

た場合 
2)申し込んだ滞在先の滞在施設が定員に達していた場合、または
その他の留学先の事情により入寮、入室できなかった場合 

3)通信事情または留学先の事情により入学許可証が期日までに届
かなかったために入学できず、または予定していた時期に入学
できなかった場合 

4)条件付き合格の場合において、乙が、留学先が定める英語力・
学力等の基準に事前研修期間内に到達せず入学ができなかった
場合 

5)乙の成績及び語学力が不足したため、乙が希望の留学先に留学
できなかった場合 

6)乙が留学先から乙の希望する他大学に編入できなかった場合 

7)乙において、ローンにより契約費用の調達を予定していた場合
において、予定したローンが実行されず、必要な費用の支払い
ができず、手続の継続が不可能と判断される場合 

8)甲が、留学先等から送られてくる最新資料に基づき入学手続代
行等の手配をしたにもかかわらず、留学先等の事情により入学
基準の変更、授業内容の変更、授業時間や回数の変更、滞在先

の変更、その他留学内容に関する変更がなされた場合 
9) 乙に起因する理由で入国を拒否された場合、または留学国の入
国管理局等の当該機関による学生査証（ビザ）の発給が遅延・

拒否されたことによって、留学国への入国が遅延または不可能
になった場合の責任 

2. 甲は、次に例示するような甲の責によらない事由により、乙に不

利益または損害が発生した場合、甲は乙に対し損害賠償その他の責
任を負いません。 
1）運輸機関の遅延、フライトのキャンセル、ハイジャック、スト

ライキ、事故、陸海空における不慮の災難、その他不可抗力ま
たは第三者の責による交通機関に関する乙の不利益・損害 

2）天変地異、政変、テロ、動乱、戦争、ストライキ等の不可抗力

によって発生した乙の不利益・損害 
3）留学国が渡航ビザ発給基準、滞在許可条件等を変更することよ
って発生した乙の不利益・損害 

4）留学先及びホームステイ、寮等の滞在先における、盗難・事故・
係争など乙の留学国滞在中または渡航中に受けた不利益・損害 

5）乙の留学国渡航中、滞在中、及び留学国での旅行中に発生した、

けが、病気等に基づく不利益・損害 
6）乙による麻薬、覚醒剤、その他の薬物の使用、所持または飲酒、
喫煙及びこれに関連して起こった全ての不利益・損害と責任 

7）為替、物価の変動、学費や滞在費等の改定による乙の経済的損
失 

8）留学先から停学、放校、退学等の処分を受けた場合の不利益・

損害（学費、滞在費の損失を含む） 
9）乙が留学を取り止めた場合の学費、滞在費等の残金返金等の責
任 

10）乙の学力・英語力不足に起因する留学先への入学不許可また
は入学後の留年等についての責任 

11）乙の学業成績や資格試験の結果が不良であったことの責任 

12）乙のために行う出発前の現地留学生活に関する出発前オリエ
ンテーションに参加しなかったために発生した乙の不利益・損
害 

13）乙が留学国滞在のための海外旅行傷害保険（留学生保険）に
加入していなかった場合の、現地における事故、病気等に基づ
く不利益・損害 

14）乙の留学国の法令・風俗・道徳及び留学先教育機関の規則等
の無知または認識不足により乙が受けた不利益・損害 

15）留学中の通学、スポーツ、自動車の運転に基づく事故により

乙が受けた不利益・損害 
3.以上の免責事項に該当する場合、支払われた費用、所要実費は本
プログラムの進行状況に応じて返金されない場合があります。また、

甲に損害が生じた場合は、甲は乙に対してその賠償を請求すること
ができます。 
 

第 14条 責任範囲 
甲は、本契約に明記された義務を甲の故意または過失に基づき履行
しなかった場合において、乙本人に生じた損害につき、これを賠償

する責任を負担し、それ以外の場合、損害については責任を負いま
せん。 
 

第 15条 研修成果の不担保 
本プログラムは甲が乙に対して乙の条件にあう留学先への入学の手
続の代行等を提供することを目的としています。従って、語学及び

学力の向上などの事前研修機関または留学先での研修成果や、条件
付き合格における条件の成就、留学後の進路の保証、ホームステイ
等の滞在先に対しての満足、その他留学による心理的満足を保証す

るものではありません。 
 
第 16条 損害賠償義務 

乙が故意または過失により甲に損害を与えた場合、乙及び親権者は 
連帯して直ちに甲に対し損害の賠償をしなければなりません。 
 

第 17条 準拠法令等 
本契約の解釈及び本契約に定めない事項については、日本国内の法
令及び慣習によるものとします。 

 
第 18条 裁判管轄 
本契約に関する訴訟については、東京地方裁判所を第一審の専属管

轄裁判所とします。 
 
第 19条 約定の変更 

本契約は、事情により告知なしに変更されることがあります。 
 
第 20条 発効期日 

本契約は、2018年9月1日以降に申し込まれる契約に適用されます。 
 

---（以上、契約条項）--- 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

2018 年 9 月改訂 

 

個人情報の取り扱いについて 
株式会社 ICC コンサルタンツ（屋号：ICC 国際交流委員会）は、お客様の個人情報の取り扱いについて、下記の通り適切な取

り扱いに努めます。 
 
(1) 個人情報を利用する目的 

取得した個人情報の利用目的は、当社が提供するプログラム（以下、「本サービス」という）への参加手続及びそれに関
連するご連絡、本サービスの実行及びそれに関連するサポート管理、お申込みされたご契約の履行（ご契約内容は、プロ
グラム契約書を参照ください）、ご本人の同意またはご希望条件を満たす、受入れ先となる企業・学校・団体等への個人
情報の提供、当社が提供する留学プログラムやセミナー、フェア等のご案内、当社または本サービスへのご質問、お問合
せに対する回答のために利用し、それ以外の目的で利用することはありません。また、本サービスをお申込みされる方が
未成年者（満 20 歳未満の方）の場合は、保護者の同意を頂いた上で、個人情報をご提供ください。ビザ申請手続代行時
に、申請費用のお支払のためにクレジットカード決済が必要な場合があります。当社または当社が業務委託する機関が申
請代行を行う場合、入国管理機関等が指定するビザ申請フォーム等にて決済処理をクレジットカードで行う場合がありま

す。また、緊急時に発生する決済処理においてもクレジットカード情報をご提供いただく場合があります。なお、当社で

は最大 1カ月間保管した後、適切に廃棄します。但し、ビザ申請状況により保管期間を延長する可能性があります。 
 

(2) 要配慮個人情報の取得、利用及び提供について 
本サービスの参加手続及び渡航手配、本サービスの実行及びそれに関連するサポート管理のため、病歴・アレルギー・既
往症等の健康に関する情報、旅券番号、宗教・文化的制約等の機微な個人情報の取得、ならびに当社が業務委託する旅行
代理店、受入れ先となる企業・学校・団体等への提供、滞在先、現地サポート者等、外国にある第三者へ提供する可能性
があります。 
 

(3) 個人情報の第三者提供について 
取得した個人情報は、利用目的の達成に必要な範囲において、外部委託することがあります。また、個人情報は次の通り、
第三者提供します。①お申込みされたご契約の履行（ご契約内容は、各プログラムの契約事項を参照ください）のため、
郵送、メールまたはインターネット経由で、氏名、住所、連絡先、語学スキル等をご本人の同意またはご希望条件を満た
す、留学先またはインターンシップ先となる企業・学校・団体等に提供します。②お申込みされた留学プログラムの実施
に必要な渡航及び宿泊手配のため、郵送、メールまたはインターネット経由で、氏名、住所、連絡先等を渡航及び宿泊手
配を行う旅行代理店に第三者提供します。③お申込みされた留学プログラムの実施に必要なビザ取得または緊急時に発生
する決済処理のため、電話、郵送またはインターネット経由で、カード番号、カード会社、カード有効期限、セキュリテ
ィコード、名義、電話番号等を当該入国管理機関等に第三者提供します。 

 
(4) 取得の任意性について 

個人情報のご提出は任意ですが、個人情報を提供していただけない場合は上記の各利用目的に沿った取り扱いが適切に遂
行できない場合があります。 
 

(5) 個人情報の開示等の請求について 
当社に提供して頂いた個人情報は、利用目的の通知、個人情報の開示、訂正、項目の追加または削除、消去や利用停止、
提供停止を求める権利があります。個人情報の開示等の請求を行う場合は、下記までご連絡ください。  

【個人情報に関するお問い合わせ先】 

株式会社 ICCコンサルタンツ/ICC 国際交流委員会  

個人情報保護管理者：IT・コンプライアンス統括室 マネージャー 

TEL：03-6434-1315  E-mail：info@iccworld.co.jp 

受付時間 平日（祝祭日を除く）10:00～18:30

 




